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   菊川市経営基盤強化（ＢＣＰ対策）補助金交付要綱 

制定 令和６年12月９日告示第235号  

 （趣旨） 

第１条 市長は、菊川市内の中小企業者の災害及び事故等発生時における経営の安定化を

図り、地域経済の活性化に寄与するため、ＢＣＰ策定支援事業及びＢＣＰ強化支援事業

に取り組む中小企業者に対して、予算の範囲内において菊川市経営基盤強化（ＢＣＰ対

策）補助金（以下「補助金」という｡)を交付するものとし、その交付に関しては、菊川

市補助金等交付規則（平成17年菊川市規則第29号。以下「規則」という｡)及びこの要綱

の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中

小企業者をいう。 

 (2) 大企業 中小企業者以外の者で事業を営むものをいう。ただし、次に掲げるものは

除く。 

  ア 中小企業投資育成株式会社 

  イ 投資事業有限責任組合 

 (3) 従業員 常時雇用する労働者（雇用保険法（昭和49号法律第116号）第４条第１項

に規定する者）をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、中小企業者であって、次の各号のいずれにも該

当するものをいう。 

(1) 市内に主たる事業所又は事務所を有する者。ただし、キッチンカー等により移動販

売を行う個人にあっては、市内に住所及び主な活動拠点を有する者 

(2) 申請日から３年以上継続して、市内で当該補助金に係る事業を行う意志がある者 

(3) 市税に滞納がない者 

(4) 国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けていない者 

(5) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号に該当しない者 

(6) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て（更生手続開

始の決定を受けている場合を除く｡)又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づ

く再生手続開始の申立て（再生手続開始の決定を受けている場合を除く｡)がなされて

いない者 

(7) 政治活動又は宗教活動を目的とする事業を行わない者 

(8) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規

定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る接客業務受託営業を行わない者 

(9) 過去にこの要綱に基づく補助金の交付（補助対象事業の区分が異なる場合を除く｡)

を受けていない者 

(10) 同一年度において、菊川市経営基盤強化（販路拡大）補助金交付要綱（令和６年菊

川市告示第236号）による補助金の交付を受けていない者 
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 (11) 次のいずれにも該当しない者 

ア 暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者 

イ フランチャイズ、チェーンストアその他これらに類する契約に基づく事業を行う

者 

ウ 大企業が単独で発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有している又は

出資している者 

 エ 大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有している又は

出資している者 

 オ 役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は職員が兼務している者 

 カ その他大企業が実質的に経営に参画していると考えられる者 

 （補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という｡)は、次に掲げるもの

とする。 

(1) ＢＣＰ策定支援事業 ＢＣＰ策定の啓発を目的としたセミナー、勉強等を開催する

事業、ＢＣＰ策定に当たり専門家を招へいし、指導及び助言を受ける事業及びＢＣＰ

策定をフォローアップする事業 

(2) ＢＣＰ強化支援事業 ＢＣＰの実効性向上や災害対策の強化のために必要な設備等

（災害等の発生時以外に専ら使用されるもの及び法令上備え付けることが義務付けら

れているものを除く｡)を導入する事業 

（補助対象期間） 

第５条 補助の対象期間は、補助金の交付の決定を受けた日からその日が属する年度の３

月15日までとする。 

（補助対象経費） 

第６条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という｡)は、別表に掲げるもので

あって、いずれの経費も消費税及び地方消費税、振込手数料並びに国、県、市その他の

機関が行う補助金、給付金等の対象となる経費は含まないものとする。 

 （補助金の額等） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額（その額に、千円未満の端数が

生じたときは、その端数金額を切り捨てた額）とし、10万円を限度とする。 

２ 同一事業者に対する補助の回数は、１年度当たり１回を限度とする。 

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という｡)は、市長が別に定め

る日までに、菊川市経営基盤強化（ＢＣＰ対策）補助金交付申請書（様式第１号）に次

に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 収支予算書（様式第３号） 

(3) 誓約書（様式第４号） 

(4) 登記事項証明書（法人の場合）又は住民票の写し及び開業届の写し（個人事業者の

場合） 

(5) 支出の内訳が分かる見積書等 
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(6) 従業員の数が確認できる書類 

(7) ＢＣＰ（第４条第２号に該当する場合に限る｡) 

(8) その他市長が必要と認めるもの 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、

補助金の交付を決定し、その旨を菊川市経営基盤強化（ＢＣＰ対策）補助金交付決定通

知書（様式第５号）により当該申請者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第10条 市長は、補助金の交付の決定に当たり、次に掲げる条件を付すものとする。 

(1) 補助金は、補助事業以外の目的に使用してはならない。 

(2) 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ市長の承認を受けなけ

ればならない。 

ア 補助事業の内容を変更しようとする場合 

イ 補助事業に要する経費の配分の20パーセント以上の変更をしようとする場合 

ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

(3) 補助事業が予定期間内に完了しない場合又はその遂行が困難となった場合には、速

やかに市長に報告しその指示を受けなければならない。 

(4) 補助金の交付を受けた日の属する年度の終了後３年間は、補助金の交付を受けた事

業を継続すること。ただし、災害、病気等のやむを得ない事情があるものとして市長

が認めた場合はこの限りではない。 

(5) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳

簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならない。 

(6) 補助金に関する報告及び立入調査について、菊川市から求められた場合は、それに

応じなければならない。 

（変更の承認申請） 

第11条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という｡)が、変更の承認を受

けようとするときは、菊川市経営基盤強化（ＢＣＰ対策）補助金変更等承認申請書（様

式第６号）に変更事業計画書（様式第２号）を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、その変更を承認し、その旨を菊川市経営基盤強化（ＢＣＰ対策）補助金変更等承認

通知書（様式第７号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

（実績の報告) 

第12条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、実績報告書（様式第８号）に次に掲

げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象経費の支出を証明する書類 

(2) 事業実施の成果が確認できる書類 

(3) 収支決算書（様式第３号） 

(4) その他市長が必要として指示した書類 

２ 前項の実績報告書は、事業完了の日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付

の決定のあった日の属する年度の末日のいずれか早い日までに提出しなければならない。 
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（補助金の額の確定） 

第13条 市長は、前条の実績報告書が提出された場合は、その内容を審査し、適当と認め

たときは、補助金の額を確定し、菊川市経営基盤強化（ＢＣＰ）補助金交付確定通知書

（様式第９号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第14条 前条の規定による補助金の交付確定通知を受けた者が補助金を請求しようとする

ときは、前条の確定通知書を受領した日から起算して10日以内に、請求書（様式第10

号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求書の提出があったときは、速やかに補助金を交付する

ものとする。 

（消費税仕入控除税額等に係る取扱い） 

第15条 補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108

号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額（以下「消費税仕入

控除税額」という｡)がある場合の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) 交付の申請における消費税仕入控除額等の減額 

当該補助金に係る消費税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方

税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額との合計

額に補助金所要額を補助対象経費で除して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ｡)がある場合は、これを補助金所要額から減額して交付の申請をすること。ただし、

申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない場合は、この限

りでない。 

(2) 実績報告書における消費税仕入控除税額等の減額 

実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明

らかになった場合は、その金額（前号により減額したものについては、その金額が減

じた額を上回る部分の金額）を補助金額から減額して報告すること。 

(3) 消費税仕入控除税額等の確定に伴う補助金の返還 

前号に定める実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告に

より当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合は、その金額（第１号又

は前号により減額したものについては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を

消費税仕入控除税額等報告書（様式第11号）により速やかに市長に報告するとともに、

市長の返還命令を受けてこれを市に返還しなければならないこと。 

（補助金の交付の決定の取消しの通知） 

第16条 市長は、規則第14条第１項の規定により、補助金の交付の決定を取り消した場合

は、その旨を菊川市経営基盤強化（ＢＣＰ）補助金交付決定取消通知書（様式第12号）

により当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還請求） 

第17条 市長は、規則第15条第１項の規定により、補助金の返還をさせる場合は、当該補

助事業者に対し、菊川市経営基盤強化（ＢＣＰ）補助金返還請求書（様式第13号）によ

り当該補助金の返還の請求をするものとする。 

（補則） 
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第18条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

この告示は、公示の日から施行する。
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別表（第６条関係） 

区
分 

補助対象事業 補助対象経費 

Ｂ
Ｃ
Ｐ
策
定
支
援
事
業 

ＢＣＰ策定の啓発を目的としたセ

ミナー、勉強会等を開催する事業 

・講師謝礼 

・講師旅費 

・外部委託費 
ＢＣＰ策定に当たり専門家を招へ

いし、指導及び助言を受ける事業 

ＢＣＰの策定をフォローアップす

る事業 

Ｂ
Ｃ
Ｐ
強
化
支
援
事
業 

ＢＣＰ等の実効性向上や災害対策

の強化のために必要な右欄に掲げ

る設備等（災害等の発生時以外に

専ら使用されるもの及び法令上備

え付けることが義務付けられてい

るものを除く｡)の導入に要する経

費 

・自家発電装置、蓄電池等 

・緊急地震速報システム及び従業員等の

安否確認を行うためのシステム 

・非常時対応のための通信機器等 

・データバックアップサーバー、データ

バックアップシステム 

・飛散防止フィルム、転倒防止装置等

（設置費用を含む｡) 

・土嚢、止水板、排水ポンプ等 

・感染症対策のための消毒装置等（設置

費用を含む｡) 

・飛沫感染対策のための仕切用アクリル

板等（設置費用を含む｡) 

・従業員の安全確保のために必要となる

備蓄品（非常食、簡易トイレ、毛布等） 

 

 


